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（２） 現在の経営状況
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戸田市介護サービス事業経営戦略（指定訪問看護ステーション）

事 業 名

団 体 名

　　　介護支援専門員数
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　　　看護職員数

常勤医師数 0
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サ ー ビ ス 日 数

戸田市訪問看護ステーションは、戸田市立市民医療センター内に設置され、同センター内にある戸田市立地域包括支援セン
ターとともに医療・介護の機能を併せ持つ機関の1つとして運営しており、人員配置については、他事業の運営状況も踏まえな
がら柔軟に行っている。
また、財政運営については、戸田市立地域包括支援センターとともに特別会計を設け、財政運営を行っている。
収支状況については、令和５年度決算における営業収益は40,716千円であり、全て訪問看護の実施に伴う料金収入である。
また、総費用は55,206千円で、そのうち89.7％が職員人件費を占めている。収支の不足分については、主に一般会計繰入金で
補っている。
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（３） これまでの主な経営健全化の取組

２．将来の事業環境等

（１） 介護保険サービス事業における主な取組

（２） 高齢者人口等の予測

（３） 介護需要の予測

（４） 施設の見通し

（５） 組織の見通し

戸田市訪問看護ステーションでは、令和4年度より訪問リハビリテーション事業を統合し、より質の高い在宅サービスを提供して
いる。
市内の高齢者人口及び高齢化率は今後も増加が見込まれており、要支援者・要介護者も増加する見込みである。
要介護認定者の増加に伴い、訪問看護の必要性は今後も高まっていくと考えられる。
今後については、市内の訪問看護ステーション数も増加傾向にあることも踏まえ、公的機関として、民間では十分に対応できな
い患者に対しても必要な訪問看護が提供できるよう、引き続き体制を整備していく。

戸田市訪問看護ステーションの経営形態については、「戸田市立市民医療センター経営ビジョン」の経営方針に基づき、今後も
公営としていく。また、戸田市訪問看護ステーションの常勤職員数は現在5人となっており、今後も同様の体制で運営していく見
通しである。

「戸田市立市民医療センター経営改革プラン（平成30年度～平成34年度）」及び「戸田市立市民医療センター経営ビジョン（令和
5年度～令和14年度）」を策定し、公的機関の役割を果たすため、認知症の人や精神疾患患者、障がいを持った小児等、民間
では十分に対応できていない患者に対しても、必要な訪問看護サービスを提供している。
その一方で、事業所内の経営会議や外部委員による運営委員会での助言等を受けながら、経営の健全化に取り組んでいる。

「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン（ベース推計）」及び「戸田市　人口推計速報　年齢階層別人口」を
基に推計した戸田市の将来人口は2020年の14.1万人をピークに緩やかに減少傾向となることが予測されている。
一方、65歳以上の人口は2040年まで増加し、その結果、高齢化率は2015年の15.6％から28.7％まで増加することが見込まれて
いる。

「戸田市地域包括ケア計画（第８期）戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」によると、要支援者・要介護者とも増加するこ
とが予測されている。
要支援・介護度別にみると、要支援1～要支援2までの合計は令和2年度の790名から令和7年度は909名と微増で推移するのに
対し、要介護1以上の合計は、令和2年度の3,045名に対し、令和7年度は3,902名と、30％程度増加することが見込まれている。
要介護認定者の増加に伴い、医療が必要となるケースや通院困難なケースも増加することが見込まれるため、訪問看護の必
要性が今後も高まっていくと考えられる。

戸田市内の訪問看護ステーション配置状況は当ステーションを含めて10箇所と平成28年から令和4年にかけて2倍となってお
り、訪問看護サービスの需要が高まっていると考えられる。
また、今後も要支援・要介護者とも増加が予測される状況下において、訪問看護の必要性が更に高まっていくことが見込まれ
る。
以上より、訪問看護事業については公的機関として民間では十分に対応できないケースにも対応し、運営を続けていく。



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画策定に当たっての数値目標

②　収支計画のうち投資についての説明

③　収支計画のうち財源についての説明

④　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

「戸田市立市民医療センター経営ビジョン」において、令和9年度までの収支目標を設定しており、一般会計繰入金が11,696千
円となることを目標としている。なお、収支目標については、新興感染症対応等がある場合、経営目標値が大きく変動すること
があるため、毎年度当初において、3か年ごとに設定することとしている。

投資については、備品及び車両修繕料のみ計上している。
令和7年度～令和9年度については、各年度とも340千円を見込んでいる。

「戸田市立市民医療センター経営ビジョン」に基づき、利用者等の数値目標や収支目標を定め、経営の健全化に努める。
併せて、公的機関としての役割として認知症の人や精神疾患患者等、民間では十分に対応できていない患者に対しても必要な
訪問看護サービスを提供していく。また、コロナ禍の影響によるフレイルなどにより増加している在宅療養患者のリハビリテー
ションも積極的に実施していく。

財源は主に訪問看護料金収入を充てる。そのほか、営業外収入として看護実習生の受け入れに伴う謝礼金を計上している。
訪問看護料金収入については、過去の実績や人員体制をもとに、１人当たりの単価見込×訪問件数見込みを算出し積算して
いる。
なお、収支との不足分については、一般会計繰入金で補っていく。

職員給与費については、令和6年度の支出実績をもとに所要額を算出した。その他の経費については、令和7年度予算額を
ベースに、システム更新等による単年度事業の支出を反映し積算している。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

地域包括ケアシステムの構築に関する事項

新技術の導入に関する事項

活用できる資産は保有していない。

特になし。

資産の有効活用に関する事項

その他

資金不足が発生した場合は、一般会計繰入金にて対応する。
令和9年度において、一般会計繰入金を11,969千円とすることを目標としてい
る。

利用状況に関する事項

資金管理・調達・繰入金に関する事項

戸田市立市民医療センターや市内の地域包括支援センターと連携し、必要な
訪問看護に繋がっていない患者を積極的に受け入れていく。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

戸田市立市民医療センターや戸田市立地域包括支援センターと一体的な運営
を行うことで、医療・介護の両機能を併せ持つ施設の強みを活かし、地域包括
ケアシステムの深化・推進に寄与していく。

今後も、現在と同様の形態で運営していく。

介護保険適用外の料金の見直しに関する事項

令和６年度から医療報酬におけるオンライン請求・オンライン資格確認システ
ムを導入し、業務の効率化を図っている。

現状の料金で継続していく予定だが、改定の必要が生じた場合は関係法令や
近隣の訪問看護ステーションの状況を見ながら検討していく。

その他

今後も、公営の訪問看護ステーションとして運営していく。

特になし。



③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

「戸田市立市民医療センター経営ビジョン」に基づき、以下のとおり対応する。
・収支計画については、事業実績を踏まえ毎年度ローリングを行い、3ヵ年ごとに収支目
標を設定し、内容を改定していく。
・計画の改定にあたっては、「市民医療センター経営会議」で点検・評価を実施するとと
もに、外部の委員を交えた運営委員会や市議会にも報告していく。また、改定後の計画
は市のホームページに掲載し、市民へ公表していく。
・社会情勢や制度改革等、環境の変化により経営戦略の内容が実態と差異が生じたと
き、また、数値目標の達成が著しく困難である場合は、必要に応じて見直しを検討す
る。

その他

市職員の給与条例等に基づき、対応していく。

戸田市立市民医療センター内の他部署と共通する事務処理については取りま
とめて対応するなど、効率化を図っていく。

特になし。

職員給与費の適正化に関する事項

組織体制の効率化に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

今後も、公営の訪問看護ステーションとして運営していく。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

※毎年度当初において３か年ごとに目標を設定する。 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和３年度令和４年度令和５年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 33,509 56,357 55,773 54,901 58,122 54,925 54,925

（１） (B) 24,042 41,773 40,716 38,498 40,499 42,604 42,746

ア 23,943 41,773 40,716 38,498 40,499 42,604 42,746

イ (C)

ウ 99

（２） 9,467 14,584 15,057 16,403 17,623 12,321 12,179

ア 9,467 14,426 14,898 16,403 17,413 12,111 11,969

イ 158 159 210 210 210

２ (D) 38,444 66,702 55,206 54,901 58,122 54,925 54,925

（１） 38,444 66,702 55,206 54,901 58,122 54,925 54,925

ア 34,234 59,723 49,544 51,568 51,368 51,368 51,368

イ 4,210 6,979 5,662 3,333 6,754 3,557 3,557

（２）

ア

イ

３ (E) △ 4,935 △ 10,345 567

1 (F) 60

（１）

（２）

（３）

（４）

（５） 60

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) 60

令和14年
度※

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和７年度令和８年度令和９年度
令和10年

度※

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和11年
度※

令和12年
度※

令和13年
度※

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

※毎年度当初において３か年ごとに目標を設定する。 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 令和３年度令和４年度令和５年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和14年
度※

令和７年度令和８年度令和９年度
令和10年

度※
令和11年

度※
令和12年

度※
令和13年

度※

(J) △ 4,875 △ 10,345 567

(K)

(L) 4,875 10,345

(M)

(N) 567

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 24,042 41,773 40,716 38,498 40,499 42,604 42,746

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和３年度令和４年度令和５年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

9,467 14,426 14,898 16,403 17,413 12,111 11,969

9,467 14,426 14,898 16,403 17,413 12,111 11,969

9,467 14,426 14,898 16,403 17,413 12,111 11,969

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地 方 債 残 高

令和７年度令和８年度令和９年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和10年
度※

令和11年
度※

令和12年
度※

令和13年
度※

令和14年
度※

収 益 的 収 支 分


